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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第78期

第２四半期連結
累計期間

第79期
第２四半期連結
累計期間

第78期
第２四半期連結
会計期間

第79期
第２四半期連結
会計期間

第78期

会計期間

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    １月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    12月31日

売上高 (百万円) 30,520 25,630 16,006 13,306 64,249

経常利益
又は経常損失(△)

(百万円) △128 △1,276 439 410 1,828

当期純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) △405 △1,785 △29 △73 227

純資産額 (百万円) ― ― 22,604 21,459 23,654

総資産額 (百万円) ― ― 97,249 98,065 97,204

１株当たり純資産額 (円) ― ― 191.85 176.40 200.58

１株当たり当期
純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △3.49 △15.15 △0.25 △0.62 1.96

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 23.0 21.6 24.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,488 △807 ― ― 4,317

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,982 △4,006 ― ― △2,827

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 303 4,204 ― ― △601

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 7,186 7,656 8,265

従業員数 (名) ― ― 1,187 1,146 1,178

(注)  １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

  ２  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また前第２

四半期連結累計期間および当第２四半期連結累計期間、ならびに前第２四半期連結会計期間および当第２四

半期連結会計期間については１株当たり四半期純損失が計上されているため記載しておりません。

  ３  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれて

いる事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年６月30日現在

従業員数(名) 1,146（3,183）

(注)   従業員数は就業人員であります。臨時従業員数は（ ）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成23年６月30日現在

従業員数(名) 819 （1,374）

(注)   従業員数は就業人員であります。臨時従業員数は（ ）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

セグメントごとの販売実績は次のとおりであります。

セグメントの名称 　販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

ブライダル＆ラグジュアリーホテル 6,607 △8.8

ホテルグレイスリー・ワシントンホテル 4,884 △14.9

リゾート 1,881 △39.4

その他 366 △11.8

セグメント間の相殺消去 △433 －

合計 13,306 △16.9

（注）１  セグメント間の取引を含んでおります。
      ２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

(1)  経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間の当社グループを取り巻く事業環境は、３月11日に発生した東日本大震災

および原発問題により、当初急激な減収が生じましたが、期間の後半となる６月には一部で回復の兆しが

見え始めるものとなりました。

  震災直後はすべての部門においてキャンセルや延期が相次ぎ、急激な減収となりました。加えて原発問

題の深刻化・長期化により、宿泊施設において外国人旅行客の利用が激減、レジャー施設を中心に国内個

人利用も減少、また国内法人宴会利用が減少するなど、厳しい事業環境が続きました。
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当社グループにおいては幸い人的な被害を免れたものの、一部の施設では小規模な物理的損傷も生じ

ました。これらや自粛ムードの結果、一時的に営業の縮小を余儀なくされましたが、施設の点検や一部復

旧作業などを含め必要な対応を速やかに実施して、ゴールデンウィーク前にはほぼ通常営業に戻すこと

ができました。

  こうした状況を受け、当社グループでは、お客様のニーズの多様化に対応した、さまざまな商品プラン

の販売を推進し、またより柔軟な宿泊料金の設定による需要掘り起こしを進めるなど、売上拡大のための

施策を展開致しました。この結果、首都圏では宿泊稼動が前年並みまでに回復するなど、震災および原発

問題による急激な減収が徐々に縮小してきております。また併せて被災地支援の取り組みとして「東日

本大震災復興支援募金ディナー」の開催などを進めてまいりました。

  加えて、コスト面では、業務内製化や人員配置の効率化による人件費の削減、省エネ機器の導入や節電

による水道光熱費の削減を始め、あらゆる分野のコストを改めて見直し、減収に応じた変動費、固定費の

徹底的な削減を、グループ一丸となって推進しております。

これらの結果、売上高は前年同四半期比27億円減収の133億円となり、営業利益は、震災による営業休止

期間中および稼動が著しく低下した施設に係る固定費の特別損失への振替もあり、前年同四半期並みの

３億円となりました。また震災による設備の復旧や前述の固定費などを特別損失に計上したこともあっ

て、四半期純損失７千万円の計上となりました。

業績の概要は以下のとおりです。

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　 当期実績 前年同四半期比

　 合計 第１四半期 第２四半期 合計 第１四半期 第２四半期

売上高 25,630 12,324 13,306△4,889 △2,189 △2,700

営業利益(△は損失) △1,138 △1,510 371 △1,132 △1,106 △25

経常利益(△は損失) △1,276 △1,687 410 △1,148 △1,118 △29

四半期純損失(△) △1,785 △1,711 △73 △1,379 △1,334 △44

　
セグメント別の概況については以下のとおりです。

なお、第１四半期連結会計期間より、レストラン店舗の婚礼売上など、各セグメント内における部門別

売上高および利用人員の集計方法が各セグメント間で一部異なっていたため、これを統一いたしました。

前年同四半期の比較につきましては、前年数値を統一後の集計方法に置き換えて行っております。

　

ブライダル＆ラグジュアリーホテル

（金額単位：百万円、人員：千名）

　 売  上  高 利  用  人  員 利  用  単  価（円）

　 当期
前年同
四半期比 増減率 当期

前年同
四半期比 増減率 当期

前年同
四半期比 増減率

婚礼部門 3,381 64 1.9% 62 2 4.9%54,194△1,548△ 2.8%

宴会部門 974△ 302△23.7% 109 △ 11△ 9.6%8,884△1,638△15.6%

レストラン部門 936△  70△ 7.0% 189 △ 10△ 5.3%4,945△ 89△ 1.8%

宿泊部門 347△  85△19.8% 29 2 7.7%11,828△4,048△25.5%

その他(消去含む） 968△ 243△20.1%- - - - - -

合計 6,607△ 636△ 8.8% 390 △ 17△ 4.2%16,910△  847△ 4.8%
*利用単価は単純合算をベースに算出しております。

婚礼部門は、震災直後に一時的な延期が多く発生しましたが、その後は堅調に推移し、前年同四半期並

みの売上高・利用人員を確保しました。

  宴会・レストラン部門は、震災直後に歓送迎会などのキャンセルが多発し、その後自粛ムードが緩和す

るにつれて回復が進んだものの、期間合計では利用人員が減少し、減収となりました。

  宿泊部門は、震災直後の需要減少に対して、「フォーシーズンズホテル椿山荘 東京」において開業19

周年プランやＷＥＢ予約限定プランなどの商品販売に加え、機動的な価格設定で対応したことにより、前

年同四半期比で利用単価は下落しましたが、利用人員は増加しました。

これらの結果、当セグメントの売上高は前年同四半期比636百万円減収の6,607百万円となりましたが、

コスト削減の推進などにより営業利益は同98百万円増益の783百万円となりました。
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ホテルグレイスリー・ワシントンホテル

（金額単位：百万円、人員：千名）

　 売  上  高 利  用  人  員 利  用  単  価（円）

　 当期
前年同
四半期比 増減率 当期

前年同
四半期比 増減率 当期

前年同
四半期比 増減率

宿泊部門 3,078△ 612△16.6% 601 △ 24△ 4.0%5,116△ 775△13.2%

レストラン部門 657△ 206△23.9% 335 △109△24.7%1,962 20 1.0%

宴会部門 789△   9△ 1.2% 73 △  3△ 4.9%10,670400 3.9%

その他（消去含む） 359△  24△ 6.5%- - - - - -

合計 4,884△ 853△14.9%1,010△138△12.1%4,832△ 160△ 3.2%
*利用単価は単純合算をベースに算出しております。
*従来「レストラン部門」に含めておりました「レストラン店舗の婚礼売上」は、当期・前年同四半期とも「宴会部
門」に含めております。

宿泊部門は、震災の発生により外国人旅行客やビジネス利用客が大きく減少したため、利用人員の確保

を最優先に、より柔軟な価格設定を行い、また時間利用プランや連泊・早期予約割引プラン、特典付きプ

ランなどお客様のニーズに応じた商品提供で集客に努めました。その結果、震災直後に減少した利用人員

は、期間合計では前年同四半期に近づくまで回復しましたが、利用単価の下落により減収となりました。

また、レストラン部門は、震災直後の利用人員減少を主因に減収となった他、宴会部門は婚礼が堅調に推

移したことにより、ほぼ前年同四半期並みとなりました。

これらの結果、当セグメントの売上高は前年同四半期比853百万円減収の4,884百万円となり、営業損失

は同56百万円悪化の298百万円となりました。

　

リゾート

（金額単位：百万円、人員：千名）

　 売  上  高 利  用  人  員 利  用  単  価（円）

　 当期
前年同
四半期比 増減率 当期

前年同
四半期比 増減率 当期

前年同
四半期比 増減率

リゾートホテル部門 1,320△ 824△38.5% 243△ 154△38.9%5,430 42 0.8%

日帰り・レジャー部門 486△ 388△44.4% 119△  74△38.5%4,066△ 434△9.6%

その他(消去含む） 74 △   8△10.4%- - - - - -

合計 1,881△1,222△39.4% 362△ 229△38.8%5,186△  52△1.0%
*利用単価は単純合算をベースに算出しております。
*リゾートホテル部門の数値は宿泊の他、休憩や飲食施設のみの利用等、館内利用すべてが含まれております。

リゾートホテル部門では、震災直後から浸透したレジャーの自粛や出控えといった影響を顕著に受け、

主力の箱根地区を中心に利用が大きく落ち込み、お得感のある新たな商品設定などで集客に努めました

が、平日を中心に利用人員の減少が継続しました。また本年１月末に「ホテルフジタ京都」が営業を終了

したこともあり、部門合計では大幅な減収となりました。

  日帰り・レジャー部門は、「箱根小涌園ユネッサン」「カメリアヒルズカントリークラブ」が、震災の

影響で営業を一時休止したこともあって、減収となりました。

これらの結果、当セグメントの売上高は前年同四半期比1,222百万円減収の1,881百万円となり、営業損

失は同96百万円悪化の101百万円となりました。

　

その他

その他の事業全体の売上は前年同四半期比49百万円減収の366百万円となりましたが、営業損失は同28

百万円改善の18百万円となりました。
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(2)  財政状態の分析

（資産・負債の状況）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は98,065百万円（前連結会計年度末比860百万円増加）

となりました。将来の事業展開に向けて大阪・太閤園の隣接地を取得したことなどにより有形固定資産

が2,554百万円増加した他、設備投資や配当金の支払などにより現金及び預金が608百万円減少しており

ます。一方、震災に伴う不測の資金需要に備えるため、借入による資金調達を増加させたこともあり、当第

２四半期連結会計期間末の借入金残高は、前連結会計年度末比3,810百万円増加の45,282百万円となりま

した。

　
（純資産の状況）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は21,459百万円（前連結会計年度末比2,195百万円減

少）となりました。四半期純損失の計上や剰余金の配当による利益剰余金の減少2,367百万円や、その他

有価証券評価差額金の減少824百万円の他、第三者割当による自己株式の処分を行ったことなどにより自

己株式が1,440百万円、資本剰余金が441百万円それぞれ減少しております。

　
(3)  キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は7,656百万円となり、第１四半期連結会計

期間末から1,484百万円増加しております。

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、655百万円のキャッシュ・インとなり、前年同四半期比では

528百万円の収入減となりました。

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、571百万円のキャッシュ・アウトとなりました。主な内容は、

設備投資に伴う固定資産の取得585百万円で、差入保証金の差入があった前年同四半期との比較では、

1,213百万円の支出減となりました。

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,401百万円のキャッシュ・インとなりました。主な内容は、

自己株式の売却による収入1,000百万円、借入金の増加（純額）407百万円で、前年同四半期比では158

百万円の収入減となりました。

　
(4)  事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新た

に生じた課題はありません。

　

(5)  研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

    ①  提出会社

          当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

    ②  国内子会社

          当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

  当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 440,000,000

計 440,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 122,074,243122,074,243

東京証券取引所
市場第１部
大阪証券取引所
市場第１部

単元株式数  1,000株

計 122,074,243122,074,243－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

  平成23年４月１日～
  平成23年６月30日

― 122,074,243 ― 12,081 ― 3,020
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(6) 【大株主の状況】

平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＤＯＷＡホールディングス㈱ 東京都千代田区外神田四丁目14番１号 38,143 31.24

シージーエムエル－アイピービー
カスタマーコラテラルアカウント
(常任代理人 シティバンク銀行㈱)

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE,
CANARY WHARF, LONDON E14 5LB
(東京都品川区東品川二丁目３番14号)

17,328 14.19

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 4,883 4.00

㈱みずほコーポレート銀行
(常任代理人 資産管理サービス信託銀行㈱)

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

4,611 3.77

常和ホールディングス㈱ 東京都中央区八重洲二丁目４番１号 3,521 2.88

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人 資産管理サービス信託銀行㈱)

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

3,008 2.46

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 2,729 2.23

中央三井信託銀行㈱
(常任代理人 日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱)

東京都港区芝三丁目33番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番11号)

2,428 1.98

清水建設㈱ 東京都港区芝浦一丁目２番３号 1,842 1.50

アサヒグループホールディングス㈱ 東京都墨田区吾妻橋一丁目23番１号 1,811 1.48

計 － 80,306 65.78

(注) 1  大株主は、平成23年6月30日現在の株主名簿によるものです。
2  株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
3  当社は、自己株式2,148千株（発行済株式総数に対する割合1.75％）を保有しておりますが、上記大
株主から除いております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－ －
普通株式 2,148,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 119,430,000119,430 －

単元未満株式 普通株式 496,243 － －

発行済株式総数 　 122,074,243 － －

総株主の議決権 　 － 119,430 －

（注）単元未満株式には、当社所有の自己株式490株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

藤田観光㈱
東京都文京区
関口二丁目
10番８号

2,148,000 － 2,148,000 1.75

計 － 2,148,000 － 2,148,000 1.75

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年1月 2月 3月 4月 5月 6月

最高(円) 389 387 368 321 318 305

最低(円) 375 362 265 283 295 280

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。  

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

  なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）および前第２四半期

連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基

づき、当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）および当第２四半期連

結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月

１日から平成22年６月30日まで）および前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表ならびに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23

年６月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期
連結会計期間末

(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,656 8,265

受取手形及び売掛金 2,695 3,202

有価証券 － 10

商品及び製品 94 118

仕掛品 15 29

原材料及び貯蔵品 306 416

その他 1,769 1,988

貸倒引当金 △53 △57

流動資産合計 12,484 13,973

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 39,192 39,273

工具、器具及び備品（純額） 2,307 2,442

土地 15,355 12,576

建設仮勘定 50 69

コース勘定 3,108 3,108

その他（純額） 647 638

有形固定資産合計 ※1
 60,662

※1
 58,107

無形固定資産 613 384

投資その他の資産

投資有価証券 11,194 12,287

その他 13,114 12,455

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 24,304 24,739

固定資産合計 85,580 83,231

資産合計 98,065 97,204

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,364 1,825

短期借入金 10,324 7,627

1年内返済予定の長期借入金 6,241 5,385

未払法人税等 152 280

賞与引当金 37 107

役員賞与引当金 1 7

ポイント引当金 72 81

その他 5,699 5,820

流動負債合計 23,894 21,136
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(単位：百万円)

当第２四半期
連結会計期間末

(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

固定負債

長期借入金 28,716 28,458

退職給付引当金 7,415 7,427

役員退職慰労引当金 138 190

会員預り金 14,770 14,966

その他 1,670 1,370

固定負債合計 52,711 52,413

負債合計 76,605 73,549

純資産の部

株主資本

資本金 12,081 12,081

資本剰余金 5,431 5,873

利益剰余金 6,725 9,092

自己株式 △910 △2,351

株主資本合計 23,328 24,695

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,183 △1,358

評価・換算差額等合計 △2,183 △1,358

少数株主持分 314 317

純資産合計 21,459 23,654

負債純資産合計 98,065 97,204
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 30,520 25,630

売上原価 28,758 25,184

売上総利益 1,761 445

販売費及び一般管理費 ※1
 1,767

※1
 1,584

営業損失（△） △5 △1,138

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 214 212

受取地代家賃 29 24

その他 138 102

営業外収益合計 382 339

営業外費用

支払利息 361 355

持分法による投資損失 32 59

その他 111 62

営業外費用合計 504 477

経常損失（△） △128 △1,276

特別利益

国庫補助金 － 44

子会社清算益 － 33

預り保証金取崩益 25 22

固定資産売却益 1 －

その他 2 27

特別利益合計 29 128

特別損失

災害による損失 － ※3
 624

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 334

投資有価証券評価損 － 226

固定資産除却損 3 47

店舗閉鎖損失 5 43

減損損失 ※2
 12

※2
 15

事業撤退損 418 －

建物診断費用 20 －

その他 0 76

特別損失合計 461 1,369

税金等調整前四半期純損失（△） △560 △2,517

法人税、住民税及び事業税 48 11

法人税等調整額 △205 △750

法人税等合計 △156 △738

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,778

少数株主利益 2 6

四半期純損失（△） △405 △1,785
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 16,006 13,306

売上原価 14,698 12,241

売上総利益 1,308 1,064

販売費及び一般管理費 ※1
 910

※1
 692

営業利益 397 371

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 208 204

受取地代家賃 13 12

その他 95 63

営業外収益合計 317 281

営業外費用

支払利息 180 181

持分法による投資損失 16 36

その他 78 25

営業外費用合計 275 242

経常利益 439 410

特別利益

債務戻入益 － 22

預り保証金取崩益 10 10

固定資産売却益 0 －

その他 2 5

特別利益合計 13 38

特別損失

災害による損失 － ※3
 388

固定資産除却損 － 24

減損損失 ※2
 10

※2
 12

投資有価証券評価損 － 12

店舗閉鎖損失 － 11

事業撤退損 418 －

建物診断費用 12 －

その他 0 32

特別損失合計 442 481

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

11 △33

法人税、住民税及び事業税 85 84

法人税等調整額 △64 △63

法人税等合計 20 20

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △53

少数株主利益 19 20

四半期純損失（△） △29 △73
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △560 △2,517

減価償却費 1,712 1,701

減損損失 12 15

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △4

賞与引当金の増減額（△は減少） 25 △70

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） 105 △12

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △12 △51

ポイント引当金の増減額（△は減少） △6 △5

受取利息及び受取配当金 △214 △212

支払利息 361 355

為替差損益（△は益） △0 △0

持分法による投資損益（△は益） 32 59

有形固定資産売却損益（△は益） △1 0

固定資産除却損 37 80

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） 0 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 226

預り保証金取崩益 △25 △22

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 334

事業撤退損失 418 －

売上債権の増減額（△は増加） 227 506

たな卸資産の増減額（△は増加） 145 148

仕入債務の増減額（△は減少） △27 △461

未払消費税等の増減額（△は減少） 4 △250

その他の支出 △376 △194

小計 1,853 △380

利息及び配当金の受取額 214 212

利息の支払額 △369 △362

法人税等の支払額 △205 △276

事業撤退損失の支払額 △4 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,488 △807
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △475 △4,091

有形及び無形固定資産の売却による収入 6 1

投資有価証券の取得による支出 △4 △17

投資有価証券の売却による収入 0 －

長期貸付金の回収による収入 1 1

貸付けによる支出 － △19

差入保証金の差入による支出 △1,524 △0

差入保証金の回収による収入 12 115

その他 0 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,982 △4,006

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △603 2,697

長期借入れによる収入 4,850 3,550

長期借入金の返済による支出 △3,336 △2,436

自己株式の売却による収入 0 1,000

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △580 △580

少数株主への配当金の支払額 △8 △9

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △15 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー 303 4,204

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △188 △608

現金及び現金同等物の期首残高 7,375 8,265

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,186

※
 7,656
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結会計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日

至  平成23年６月30日)

 
会計処理基準に関する事項の変更

1．「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31

日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31

日）を適用しております。

  これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失および経常損失がそれぞれ９百万円増加しており、税金

等調整前四半期純損失は344百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変

動額は484百万円であります。

 

2．「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

  第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年3月10日公表

分）および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年3月10

日）を適用しております。

  なお、これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。
　

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日

至  平成23年６月30日)

 
（四半期連結損益計算書関係）

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年3月24日 内閣府令第5号）の適用により、当第２四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

 

　

当第２四半期連結会計期間

(自  平成23年４月１日

至  平成23年６月30日)

 
（四半期連結損益計算書関係）

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令（平成21年3月24日 内閣府令第5号）の適用により、当第２四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。
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【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日

至  平成23年６月30日)

 
1．一般債権の貸倒見積高の算定方法

  当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。

2．法人税等ならびに繰延税金資産および繰延税金負債の算定方法

  法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ一時差異の発生状

況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス

・プランニングを利用する方法によっております。但し、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ一時差異の

発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス

・プランニングに、当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。
　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日

  至  平成23年６月30日)

 

税金費用の計算

  当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

  但し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四半

期純損益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成23年６月30日)

前連結会計年度末

(平成22年12月31日)

※１  固定資産の減価償却累計額

    有形固定資産の
    減価償却累計額

69,292百万円

 

※１  固定資産の減価償却累計額

    有形固定資産の
    減価償却累計額

67,951百万円

 

  ２  偶発債務   ２  偶発債務

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

 

 

 

偶発債務として、下記のとおり銀行取引に対する
債務保証があります。

パートナーローン利用者          0百万円

      （提携銀行の従業員向け融資制度利用者）

 

  ３  担保資産

担保に供されている資産について、前連結会計年
度の末日に比べて著しい変動が認められるもの
はありません。

 

 

　 　

 

  ３  担保資産

長期借入金（うち１年以内に返済期限の到来す
る長期借入金を含む）および短期借入金28,635
百万円に対して次の担保を提供しております。
（1）有形固定資産            31,952百万円
（2）投資有価証券             4,070百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間

(自  平成22年１月１日

  至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年６月30日)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および
金額は次のとおりであります。

役員報酬 149百万円

従業員給与・賞与 808百万円

退職給付費用 64百万円

役員退職慰労引当金繰入額 12百万円

法定福利費 122百万円

租税公課 74百万円

　 　
　 　
　 　
　 　

 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および
金額は次のとおりであります。

役員報酬 143百万円

従業員給与・賞与 674百万円

退職給付費用 57百万円

役員退職慰労引当金繰入額 4百万円

法定福利費 110百万円

租税公課 66百万円

　 　

　 　

　 　

　 　

 

※２  減損損失を認識した資産グループの概要

　 　 （単位：百万円）

用途 場所
減損損失

種類 金額

営業施設

大阪府
泉佐野市

工具・器具・備品 11
合計 11

京都府
京都市

工具・器具・備品 0
商標権 0

ソフトウェア 0
合計 1

合計

工具・器具・備品 12
商標権 0

ソフトウェア 0
合計 12

 

（資産のグルーピングの方法）
  当社グループは、資産を事業用資産、共用資産、遊休資
産にグループ化し、事業用資産については事業の種類別
（営業施設）に区分し、概ね独立したキャッシュ・フ
ローを生み出す最小の単位にて資産のグルーピングを
行いました。その他の資産については、それぞれ個別の
物件ごとに区分しました。

 

（減損損失の認識に至った経緯）
  営業施設のうち、営業活動から生じる損益が継続して
マイナスの施設および投資の回収が見込めない資産、営
業終了を決定した施設の資産について減損損失を認識
しました。

 

（回収可能性価額の算定方法）
  営業施設の回収可能価額は、使用価値により測定して
おり、将来キャッシュ・フローを4％で割り引いて算定
しております。

 

                  ――――――――

※２  減損損失を認識した資産グループの概要

　 　 （単位：百万円）

用途 場所
減損損失

種類 金額

営業施設
大阪府
泉佐野市

工具・器具・備品 15
合計 15

合計
工具・器具・備品 15

合計 15

　 　 　 　
　 　 　 　
　 　 　 　
　 　 　 　
　 　 　 　
　 　 　 　

 

（資産のグルーピングの方法）
  同左
 

 

 

 

（減損損失の認識に至った経緯）
  営業施設のうち、営業活動から生じる損益が継続して
マイナスの施設および投資の回収が見込めない資産に
ついて減損損失を認識しました。
 

 

（回収可能性価額の算定方法）
  同左
 
 

 

※３  災害による損失は、平成23年３月11日に発生した
東日本大震災による損失額を計上しており、主に
営業休止・稼動低下期間中の営業施設の固定費
であります。
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および
金額は次のとおりであります。

役員報酬 78百万円

従業員給与・賞与 405百万円

退職給付費用 47百万円

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円

法定福利費 61百万円

租税公課 37百万円

　 　
　 　
　 　
　 　

※２  減損損失を認識した資産グループの概要

　 　 （単位：百万円）

用途 場所
減損損失

種類 金額

営業施設

大阪府
泉佐野市

工具・器具・備品 9
合計 9

京都府
京都市

工具・器具・備品 0
商標権 0

ソフトウェア 0
合計 1

合計

工具・器具・備品 10
商標権 0

ソフトウェア 0
合計 10

 

（資産のグルーピングの方法）
  当社グループは、資産を事業用資産、共用資産、遊休資
産にグループ化し、事業用資産については事業の種類別
（営業施設）に区分し、概ね独立したキャッシュ・フ
ローを生み出す最小の単位にて資産のグルーピングを
行いました。その他の資産については、それぞれ個別の
物件ごとに区分しました。

 

（減損損失の認識に至った経緯）
  営業施設のうち、営業活動から生じる損益が継続して
マイナスの施設および投資の回収が見込めない資産、営
業終了を決定した施設の資産について減損損失を認識
しました。

 

（回収可能性価額の算定方法）
  営業施設の回収可能価額は、使用価値により測定して
おり、将来キャッシュ・フローを4％で割り引いて算定
しております。

 
                  ――――――――

 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および
金額は次のとおりであります。

役員報酬 66百万円

従業員給与・賞与 267百万円

退職給付費用 22百万円

役員退職慰労引当金繰入額 0百万円

法定福利費 47百万円

租税公課 41百万円

　 　
　 　
　 　
　 　

※２  減損損失を認識した資産グループの概要

　 　 （単位：百万円）

用途 場所
減損損失

種類 金額

営業施設
大阪府
泉佐野市

工具・器具・備品 12
合計 12

合計
工具・器具・備品 12

合計 12

　 　 　 　
　 　 　 　
　 　 　 　
　 　 　 　
　 　 　 　
　 　 　 　

 

（資産のグルーピングの方法）
  同左
 

 

 

 

（減損損失の認識に至った経緯）
  営業施設のうち、営業活動から生じる損益が継続して
マイナスの施設および投資の回収が見込めない資産に
ついて減損損失を認識しました。
 

 

（回収可能性価額の算定方法）
  同左
 
 

 
※３  災害による損失は、平成23年３月11日に発生した

東日本大震災による損失額を計上しており、主に
営業休止・稼動低下期間中の営業施設の固定費
であります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間

(自  平成22年１月１日

  至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年６月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年６月30日現在)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年６月30日現在)

 

　

現金及び預金勘定 7,186百万円

小計 7,186百万円

現金及び現金同等物 7,186百万円

　

　

現金及び預金勘定 7,656百万円

小計 7,656百万円

現金及び現金同等物 7,656百万円

　

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自  平成23年１月１日

 至  平成23年６月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期連結会計期間末

(株)

  普通株式 122,074,243

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期連結会計期間末

(株)

  普通株式 2,207,147

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1)  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年3月24日
定時株主総会

普通株式 582 5.00平成22年12月31日平成23年３月25日利益剰余金

　

(2)  基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

  該当事項はありません。

　

５．株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成23年４月７日開催の取締役会において、常和ホールディングス株式会社を引受先とした第

三者割当による自己株式の処分を実施することを決議し、平成23年４月28日に払込手続が完了いたしま

した。この結果、当第２四半期連結会計期間において資本剰余金は441百万円、自己株式は1,441百万円そ

れぞれ減少し、当第２四半期連結会計期間末において資本剰余金は5,431百万円、自己株式は910百万円と

なっております。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）

　

ブライダ
ル＆ラグ
ジュアリー
ホテル事業

(百万円)

ホテルグレ
イスリー・
ワシントン
ホテル事業

(百万円)

リゾート
事業

(百万円)

その他事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 6,797 5,734 3,098 375 16,006 － 16,006

(2)セグメント間の
内部売上高又は振替高

447 3 4 39 495 (495) －

計 7,244 5,738 3,103 415 16,502(495)16,006

営業利益又は営業損失(△) 684 △241 △4 △47 390 6 397

　

(注)１.事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

    ２.各事業の主な営業店舗等

(1)ブライダル＆ラグジュア

リーホテル事業 
… 当社が経営する椿山荘、太閤園、フォーシーズンズホテル椿山荘 東京に加え

て、子会社で㈱Plus Thank、藤田観光工営㈱など5社があります。

(2)ホテルグレイスリー・

   ワシントンホテル事業
… 当社が経営する新宿、東京ベイ有明、横浜伊勢佐木町、横浜桜木町、秋葉原の各

ワシントンホテル、銀座、田町のホテルグレイスリー、およびホテルアジュー

ル竹芝に加えて、子会社が経営する旭川、浦和、関西エアポート、キャナルシ

ティ・福岡、長崎の各ワシントンホテル、ホテルグレイスリー札幌およびホテ

ルフジタ福井など8社があります。

(3)リゾート事業 … 当社が経営する箱根小涌園、箱根小涌園ユネッサン、カメリアヒルズカント

リークラブに加えて、子会社で京都国際ホテルを含め3ヶ所のホテルを経営す

る藤田ホテルマネジメント㈱など7社があります。

(4)その他事業 … 当社が経営する不動産周辺事業に加えて、子会社で藤田グリーン・サービス

㈱、藤田観光マネジメントサービス㈱などがあります。

    ３．配賦不能営業費用はありません。

    ４.会計処理基準に関する事項の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間より、婚礼・宴会事業に係る一部売上の計上基準の変更をしております。この結果、従来と同一の方法によった

場合と比較して、当第２四半期連結会計期間のセグメント別の売上高および営業費用は、ブライダル＆ラグジュ

アリーホテル事業が733百万円、ホテルグレイスリー・ワシントンンホテル事業が135百万円、リゾート事業が20

百万円それぞれ増加し、消去が26百万円増加しております。
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前第２四半期連結累計期間（自  平成22年１月１日  至  平成22年６月30日）

　

ブライダ
ル＆ラグ
ジュアリー
ホテル事業

(百万円)

ホテルグレ
イスリー・
ワシントン
ホテル事業

(百万円)

リゾート
事業

(百万円)

その他事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 12,52811,2036,011 775 30,520 － 30,520

(2)セグメント間の
内部売上高又は振替高

864 7 9 80 962 (962) －

計 13,39311,2116,020 856 31,482(962)30,520

営業利益又は営業損失(△) 674 △512 △108 △72 △19 13 △5

(注)１.事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

    ２.各事業の主な営業店舗等

(1)ブライダル＆ラグジュア

リーホテル事業 
… 当社が経営する椿山荘、太閤園、フォーシーズンズホテル椿山荘 東京に加え

て、子会社で㈱Plus Thank、藤田観光工営㈱など5社があります。

(2)ホテルグレイスリー・

   ワシントンホテル事業
… 当社が経営する新宿、東京ベイ有明、横浜伊勢佐木町、横浜桜木町、秋葉原の各

ワシントンホテル、銀座、田町のホテルグレイスリー、およびホテルアジュー

ル竹芝に加えて、子会社が経営する旭川、浦和、関西エアポート、キャナルシ

ティ・福岡、長崎の各ワシントンホテル、ホテルグレイスリー札幌およびホテ

ルフジタ福井など8社があります。

(3)リゾート事業 … 当社が経営する箱根小涌園、箱根小涌園ユネッサン、カメリアヒルズカント

リークラブに加えて、子会社で京都国際ホテルを含め3ヶ所のホテルを経営す

る藤田ホテルマネジメント㈱など7社があります。

(4)その他事業 … 当社が経営する不動産周辺事業に加えて、子会社で藤田グリーン・サービス

㈱、藤田観光マネジメントサービス㈱などがあります。

    ３．配賦不能営業費用はありません。

    ４.会計処理基準に関する事項の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間より、婚礼・宴会事業に係る一部売上の計上基準の変更をしております。この結果、従来と同一の方法によった

場合と比較して、当第２四半期連結累計期間のセグメント別の売上高および営業費用は、ブライダル＆ラグジュ

アリーホテル事業が1,292百万円、ホテルグレイスリー・ワシントンンホテル事業が264百万円、リゾート事業が

33百万円それぞれ増加し、消去が55百万円増加しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自  平

成22年１月１日  至  平成22年６月30日）

  在外子会社および重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自  平

成22年１月１日  至  平成22年６月30日）

  海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

  当社グループは、各種サービスの特性や、これらの提供を行う営業施設を基礎とする事業別セグメントか

ら構成されており、「ブライダル＆ラグジュアリーホテル」、「ホテルグレイスリー・ワシントンホテ

ル」、「リゾート」の３つの事業を報告セグメントとしております。

  「ブライダル＆ラグジュアリーホテル」は、当社が経営する椿山荘、太閤園、フォーシーズンズホテル椿

山荘 東京に加えて、子会社で㈱Plus Thank、藤田観光工営㈱など５社があります。

  「ホテルグレイスリー・ワシントンホテル」は、当社が経営する新宿、東京ベイ有明、横浜伊勢佐木町、横

浜桜木町、秋葉原の各ワシントンホテル、銀座、田町のホテルグレイスリー、およびホテルアジュール竹芝に

加えて、子会社が経営する旭川、浦和、関西エアポート、キャナルシティ・福岡、長崎の各ワシントンホテル、

ホテルグレイスリー札幌およびホテルフジタ福井など８社があります。

  「リゾート」は、当社が経営する箱根小涌園、箱根小涌園ユネッサン、カメリアヒルズカントリークラブ

に加えて、子会社で京都国際ホテルを含め３ヶ所（うちホテルフジタ京都は平成23年１月末に営業を終了

しました）のホテルを経営する藤田ホテルマネジメント㈱など７社があります。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

ブライダ
ル＆ラグ
ジュアリー
ホテル

ホテルグレ
イスリー・
ワシントン
ホテル

リゾート 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
  売上高

10,81210,0514,08424,948 681 25,630 － 25,630

  セグメント間の
  内部売上高
  又は振替高

770 15 7 793 72 866 △866 －

計 11,58310,0664,09225,742 754 26,497△866 25,630

セグメント利益
又は損失(△)

204 △779 △512 △1,087 △65 △1,152 14 △1,138

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産周辺事業、会員制事業、

  事務受託業務などがあります。

    ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

    ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整しております。
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当第２四半期連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

ブライダ
ル＆ラグ
ジュアリー
ホテル

ホテルグレ
イスリー・
ワシントン
ホテル

リゾート 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への
  売上高

6,2204,8771,87712,975 330 13,306 － 13,306

  セグメント間の
  内部売上高
  又は振替高

387 7 3 398 35 433 △433 －

計 6,6074,8841,88113,373 366 13,739△433 13,306

セグメント利益
又は損失(△)

783 △298 △101 383 △18 365 6 371

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産周辺事業、会員制事業、

  事務受託業務などがあります。

    ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。

    ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整しております。

　

(追加情報)

  第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。
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(リース取引関係)

  リース取引に関する会計基準適用前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸

借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引

残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

(金融商品関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

  金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

  有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(資産除去債務関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）

  資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がありません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

　

１株当たり純資産額 176円40銭

　

　

１株当たり純資産額 200円58銭

　
　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 21,459 23,654

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 314 317

  （うち少数株主持分）  （百万円） (314) (317)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 21,145 23,336

期末の普通株式の数（千株） 119,867 116,348

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
  至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年６月30日)

　

１株当たり四半期純損失金額 3円49銭

  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が
存在していないため記載しておりません。
　

　

１株当たり四半期純損失金額 15円15銭

  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が
存在していないため記載しておりません。
　

　 　

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
  至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失
（百万円）

405 1,785

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 405 1,785

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 116,354 117,856
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第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

　

１株当たり四半期純損失金額 0円25銭

  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が
存在していないため記載しておりません。
　

　

１株当たり四半期純損失金額 0円62銭

  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が
存在していないため記載しておりません。
　

　 　

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失
（百万円）

29 73

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 29 73

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 116,353 118,987

　

(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

  該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月13日

藤田観光株式会社

取締役会  御中

　

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉    田    光 一 郎    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    口    隆    志    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    菊    地    康    夫    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤田

観光株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤田観光株式会社及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月12日

藤田観光株式会社

取締役会  御中

　

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    塩    信    一    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    口    隆    志    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田 久 保       謙       印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤田

観光株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤田観光株式会社及び連結子会社の平成23年

６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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